
 

 

総行情第１６４号  

平成２１年１２月９日 

 

 

各都道府県公的個人認証サービス担当部長 殿 

 

 

 

総務省自治行政局地域情報政策室長 

 

 

有効期間満了に伴う電子証明書の失効に係る利用者への周知について 

 

 

公的個人認証サービスの電子証明書の有効期間は、発行の日から起算して３

年間とされているところですが、電子証明書の発行件数が平成１８年度はそれ

までと比べ増加していることから、今年度は昨年度までと比べ失効時期を迎え

る電子証明書の数が増加すると見込まれます。 

総務省としては、利用者が予期せぬ失効（注）により不利益を被らないよう、

また、新しい電子証明書への移行を円滑に行えるよう、本件について利用者に

積極的に周知することが必要と考えております。 

特に、平成２２年１月から３月までは、所得税の電子申告の期間となるため、

電子証明書を利用する機会が増加すると考えられますので、本件について遺漏

なき対策が必要と考えます。 

 

（注）電子証明書の有効期間は、住民基本台帳カードの券面には記載されてお

らず、別途、電子証明書の写しや公的個人認証サービス利用者クライアン

トソフトの「証明書表示ツール」等による確認が必要。 

 

つきましては、当室において、本件への対応要領等について下記のとおりと

りまとめましたので、各都道府県におかれては、管内の市区町村にも周知の上、

必要な御検討をお願いします。 

 

記 

 

１ 可能な限り、きめ細かい方法により利用者への周知を行うことが望ましい

と考えられます（特に、１月から３月までの期間）。各市区町村におかれて

は、この趣旨に添って可能な限り積極的な御検討をお願いします。 



 

 

きめ細かな周知方法として、例えば、市町村において保管している電子証

明書の写しまたは電子証明書検索システムを用いて有効期間満了が迫って

いる電子証明書を確認し、当該電子証明書の発行を受けた利用者に周知文書

を郵送する方法などが想定されます。この場合、利用者への周知文書に盛り

込むべき事項としては、例えば、以下のような内容が想定されます。 

 

※市町村窓口の場所、受付時間、持参するもの等手続詳細を明記した別紙を添付。

併せて、更新申請書を同封。 

 

２ 各団体の広報誌やホームページなどを通じた周知広報についても、積極的

に取り組むよう検討願います。 

 

（以 上） 

 

 

 

 

公的個人認証サービスの電子証明書の発行を受けている方へのお知らせ 

 

あなたの電子証明書はもうすぐ失効します。新しい電子証明書の発行（更新）手続が必

要です。 

 

・ あなたの公的個人認証サービスの電子証明書は、平成※※年※月※日をもって有効

期間が満了し失効します。 

・ 失効した場合には、国税の電子申告などの電子申請・届出に使うことができなくな

ります。 

・ 更新を希望する方は、別紙※の要領にて、市町村の窓口で手続をしてください。 

・ 更新手続を行った場合は、現在の電子証明書は直ちに失効します。また、新しい電

子証明書の有効期間は手続の日から起算して３年間です。 

・ なお、現在の電子証明書が失効した後でも、新しい電子証明書の発行を受けること

ができます。 

【連絡先】 

総務省自治行政局地域情報政策室 

担  当：高井係長、井藤事務官、矢口事務官

ＴＥＬ：03-5253-5525（直通） 

ＦＡＸ：03-5253-5529 



 

 

別紙（例） 

 

公的個人認証サービスの電子証明書の更新手続きについて 

 

１．受付場所 

○○役場○○課 

（住所） 

（地図等） 

 

２．受付時間 

○○時○○分～○○時○○分（（土曜、）日曜、祝日を除く） 

 

３．持参いただくもの 

・ 更新する電子証明書が格納された住基カード 

・ 本人確認のために必要な資料 (写真付きの公的な証明書：例 運転免許証、パス

ポート、写真付きの住基カード等） 

・ 発行手数料 500 円 

 

４．申請方法 

同封の更新申請書に必要事項を記入し、上記１.の受付場所に来訪の上、ご提示下さい。

なお、更新申請書は上記１．の受付場所にも備えております。 

 

５．お問合わせ先 

 ○○役場○○課 

 担当者 ○○ 

  電話番号  

 

－ 以上 － 

 

 



○○県知事 　殿

1． 必要事項

（ ）

年　 月 日

（ ）

2．申請内容

電子証明書新規発行／更新申請書

住所

　以下に申請される方の氏名、住所等と申請の年月日をご記入ください。また、代理人を通じて申請
される場合は代理人の氏名、住所等も併せてご記入ください。

連絡先

ふりがな

代理人の
連絡先

平成　　年　　月　　日
申請の
年月日

氏名

男
女
の
別

代理人
の氏名

明・大
昭・平

生年
月日

（男 ・ 女）

代理人
の住所

申請内容

3．代替対象文字の有無

※事務処理記載欄

　　　1．無 　　　1．無

　　　2．有　　（　　　）回 　　　2．有　　（　　　）回

（例．　→吉）代替対象
文字
の有無

（ 無 ・ 有 ）
常用して
いる文字

　該当する項目に○を付けてください。なお更新の手続には、既存の電子証明書が格納されたICカー
ドをお持ちいただく必要があります。万一お持ちでない場合には、先に既存の電子証明書の失効申請
をしていただいた上で、電子証明書を新規発行する必要がございますので、ご了承ください。

　申請される方の住所、氏名のコンピュータ入力に際して、画面上に正確に表示されない文字（代替
対象文字）があることを経験上ご存知の場合は、有に○を付けてください。また、そのような場合に
常用されている文字があれば、代わりに置き換える文字を選択する際の参考とするため、ご記入くだ
さい。
　お分かりにならない場合は、ご記入いただく必要はございません。

申請
内容

 1. 新規発行
 2. 更新

受付年月日

平成　  　年　  　月　  　日

無通信、破棄／職権失効及び発行手数料無料の理由

発行手数料額

　　　　　　　　　　円

通信の有無 破棄／職権失効の有無と回数

受付担当者
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